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はじめに 
 本稿は国際教育協力を考えるにあたって

必要な視点のなかで、特に文化的な配慮を

必要とした調査の在り方を考察する。「万人

の為の教育世界会議」や「ＤＡＣ新開発戦

略」等では「すべての子どもに教育を与え

る」ことが開発の最優先の課題として取上

げられ、多額の教育分野の国際協力が実施

されている。教育協力は開発途上国におけ

る近代的な教育システムの構築、すなわち

学校システムの形成・拡充を目的としてい

る。もちろん補完的にインフォーマル、ノ

ンフォーマルな教育の推進も行われている

が、中心は学校教育である。しかし、９０

年以降の国際教育協力の方法は大きく変化

した。ハードからソフトへという開発の大

きな流れのなかで、学校建設からカリキュ

ラム、教育方法、教育経営、教育評価が重

視されるようになった。それと同時にこれ

までの全国的な統一カリキュラムや教師中

心の教育方法から地域の特性を考慮するこ

とや、子どもの活動を中心とした教授法の

採用等を内容とする教育改革への支援等が

行われるようになった。地域の文化の尊重

あるいは文化的多様性が重視されるように

なった。その現れの一つが、地域言語ない

しは母語による教育であり、児童中心の教

材開発である。 
 このように教育協力の考え方が変化する

中で、当然教育協力の実施方法や調査も変

化するはずである。実施方法としては援助

協調が一段と進み、教育セクタープログラ

ムの立案と実施がいくつかの国で行われて

いる。しかし、教育協力の立案に関わる調

査、特に基礎的な調査に関してはあまり見

るべき知見はないようある。 
 そこで本稿では開発途上国に多く見られ

る伝統的な社会における近代的な教育シス

テムがどのように受入れられるのかを解明

することを直接的な目的として実施中のケ

ニアにおける調査の概要を述べることで、

教育協力およびその調査を行う際の視点を

提供することを試みた。 
 第１章では、地域の文化と学校文化に関

するいくつかの論説を検討する。第２章で

は我々がケニアのマサイを対象として行っ

た調査の概要を述べる。第３章では、簡単

な調査結果のまとめと今後の課題を検討す

る。本稿で扱った調査は予備的ないしは基

礎的な調査であり主に方法上の課題を述べ

ることをお許しいただきたい。 
 
 本論に入る前に、筆者らがこのような研

究を行うに至った動機を説明しておきたい。

われわれはこれまで、さまざまな形で教育

協力の調査や実務にたずさわってきた。そ

れはプロジェクト形成調査であり、無償資

金協力の基本設計調査、あるいは教育分野
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の評価調査である。こうした調査のなかで

教育省関係者、学校関係者、国際機関、援

助機関へのインタビューや学校現場の視察

などを行ってきた。しかし、教育開発を含

めた開発の考え方が大きく変化し、教育開

発も少数民族、先住民族あるいは男女格差

や貧困層への配慮、そして地域の文化への

配慮が重要となるなかで、これまでの調査

方法の限界、さらにはその弊害が気になっ

てきた(内海 2000a)。いったいわれわれの

調査そして実践は子ども一人一人が視野に

入っているのであろうか。教育開発の名の

もとにかえって子どもたちを学びから遠ざ

けているのではないかと思うようになった

のである。 
 教育開発に限らずあらゆる変革は不可逆

的に生起するものであり、後戻りすること

は出来ない。それゆえに私たちには慎重で

かつ洞察に満ちたアプローチが必要とされ

る。それと同時に迅速で効果的な実践も必

要とされる。こうしたジレンマから逃れる

には国際教育協力学が学際的なアプローチ

をとり、さまざまな学問領域の知見を総合

した学として形成される必要がある。教育

協力がこれまで主に経済学と教育学の立場

から形成されてきたが、その視野をもっと

広げる必要がある。そのためには多様な学

問領域の知見が入り込みやすい調査を行う

ことが求められる。これまでのように援助

の経験にものをいわせたり、他の分野の援

助手法を適応することではなく、子どもた

ちの現状に即した調査と計画の立案が重要

となる。本稿はわれわれのこうした模索を

具体化したものであり、小さな試みである

が我々にとっては新しい試みであり長期的

な取り組みが必要であり、諸兄のご批判と

支援をお願いする次第である。 
  
１、教育開発と文化 
 

１ー１、教育開発と文化 
 ２０世紀は教育の世紀と言い得るほど多

くの人々が教育を受け文字の読み書き、計

算の基礎ができるようになった時代であっ

た。新しい世紀はこれまで以上に教育が普

及し、学習の世紀と呼ばれることであろう。

しかし、この教育と学習の機会はすべての

地域に等しく与えられてはいない。開発途

上国の多くの子どもは学校に行くことがで

きない。就学率には都市と農村、男女の格

差が見られる。また、貧困層や障害者など

の社会的弱者、先住民族、少数民族等のマ

ージナルなグループの子どもの就学機会が

限られいる。こうした人々は教育を受ける

ことができないがゆえにますます社会への

参加の機会が奪われ、社会的・経済的弱者

であることを余儀なくされている。 
 こうした意味で初等教育の普及は国際教

育協力において最重要の課題である。それ

ゆえに教育機会の量的な拡大を図るために

小学校建設や教員養成などの支援が行われ

ている。しかし、一方では量的な拡大がな

されても、中途退学が多い、教科書や教材

がない、教師の質が低い、トイレや水など

の環境が劣悪である等々、質的な側面での

問題、つまり内部効率の課題が残されてい

る。そのなかの一つにカリキュラムや教育

方法における地域文化への配慮の問題があ

る。 
 ある社会には近代化以前の伝統的な教育

システムがある。近代化した社会にあって

も多かれ少なかれ伝統的な教育システムに

よって固有の文化、価値観、行動の様式が

伝えられている。アジア・アフリカの多く

の開発途上国の近代化は２０世紀の後半、

独立以後に本格的に取り組まれた。開発途

上国における急速な近代化および国民国家

の形成の過程では、地域的な文化的多様性

への配慮がなされることは稀であり、それ

ゆえに伝統的な社会に導入された近代教育
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システムは２つの大きな葛藤を生むことに

なった。ひとつは伝統的な文化が学校教育

によって破壊されて行くことである。多く

の言葉や慣習、行動様式などが失われた。

今一つは学校教育そのものが、その理念型

とは大きく外れてしまったことである。中

途退学の多さや女子の就学率の低さはその

表現型である。近代教育システムの導入は

社会と学校の双方に大きな歪みを与えてい

る。こうした歪みを是正する動きのひとつ

が、初等教育における文化的多様性への配

慮である。 
 
１ー２、文化とは 
 ここでいう文化的多様性における文化と

はどういうものか。まず、文化の定義につ

いて考えてみたい。手元にある辞書で文化

を引くと次の様に説明されている。「人間が

自然に手を加えて形成した物心両面の成果。

衣食住をはじめ技術・学問・芸術・道徳・

宗教・政治など生活様式と内容を含む」（広

辞苑第４版）「自然に働きかけて、人類の生

活に役立たせる努力。学問・芸術・宗教な

ど人間の精神活動の産物」（講談社日本語大

辞典）。 
 文化という言葉を使うときに、対のよう

に出てくるのが文明である。文明は技術的

な成果ないしは技術革新に使われるのにく

らべて、文化は精神的な成果や生活様式を

さしている。公文俊平(1994)のように文化

と文明を明確に分ける考え方もあるが、日

本語の文化はカルチャー  Culture とシビ

ライゼーション Civilization をあまり明

確には区別していない場合が多い。それゆ

え文化は非常に狭い意味から広い意味まで

いろいろな意味で使われている。 
 社会学ではこうした状況をふまえて、ギ

デンズ（1993）は、１つの生活様式、ある

集団が共有している生活様式、社会集団に

おいて共有されている文化様式と定義して

いる。しかし、こうした文化の定義に対し

て人類学者のクリフォード・ギアーツ

（1986）は文化とは象徴体系と捕らえなく

ていけないとしている。その意味は文化は

人々の行動を規制する規則、ルール、組織

原理であり、歴史的に伝えられる意味のパ

ターンである。人々はこの組織原理を体得

することによってのみその社会で自由に生

きていくことが出来る。文化とは組織原理

であり、人々の内面とその社会を結びつけ

るものであるという。文化とはある社会を

構成する人々が共有している生活の様式で

あると同時に人々を結びつける組織原理と

しての側面があると言うことであろう。こ

の側面は伝統的社会と学校文化を考える時

に必要な視点である。 
 
１ー３、学校文化 
 学校文化と言うが、これにはどのような

ものが含まれるのであろうか。『新教育社会

学辞典』（東洋館出版 1986）によれば学校

文化とは学校集団の全成員あるいは一部に

よって学習され、共有され、伝達される文

化の複合体であり、次の３つの要素からな

る。 
①物質的要素：学校建築、施設・設備、教

具、衣服（ユニフォーム）等、学校内で見

られる人 
②行動的要素：教室での教授・学習の様式、

儀式、行事、生徒活動等、学校内における

パターン化した行動様式 
③観念的要素：教育内容に代表される知

識・スキル、教職ないし生徒集団の規範、

価値観、態度等 
 こうした分類は学校におけるアイテムを

羅列したもので、役に立つがこうした要素

の関係性については何も教えるところがな

い。志水宏吉（1990）はこうした要素主義

的な研究が教育社会学のなかで行われてき

たが、それは 70 年代になって様相が変っ
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たとしている。それは学校を所与のものと

して無前提に受入れることから「学校は有

害である」、「学校は役に立たない」という

学校ペシミズムからの学校にたいするラデ

ィカルな問いかけである。その代表として

Ｍ・Ｆ・Ｄ・ヤング（1971）の「新しい教

育社会学」やＩ・イリッチの「脱学校」論

がある。こうした流れのなかで学校文化が

社会に存在する階級性を再生産するものと

して明確に示したのが、Ｐ・ウイリス

（1977）の反学校文化の研究である。また、

Ｂ・バーンステイン（1981）は学校が言語

によるコミュニケーションを重視すること

から、階級による言葉の違いを「精密コー

ド」と「制限コード」と言う概念を使用し

て、労働者階級の子どもの学業不信の原因

を考察した。 
 このように学校の文化が注目されるよう

になった背景として友田泰正（1990）は次

の４点を挙げている。 
①主として財政的・物的側面から進められ

てきた学校教育を平等化し、ひいてはそれ

を通じて社会全体を平等化しようとする試

みの挫折。 
②楽観論から悲観論への学校観の転換 
③外来の普遍的・画一的な教育理念や教育

制度に対する関心の低下と、それに伴って

生じてきた伝統的で多様な教育観や土着文

化への関心の高まり。 
④マクロレベルで「タテマエ」として保持

されてきた教育の理念や制度に対する関心

の低下と、それに伴って「ホンネ」のレベ

ルで日々行われている学校教育の具体的現

実に対する関心の高まり（あるいはホンネ

とタテマエの遊離） 
 友田の指摘にあるように、地域文化と学

校文化と関係性や学校の文化的状況に関す

る関心の高まりは、学校の危機への対応で

ある。しかし、地域文化と学校文化の関係

を考える際にもう一つの側面としては、学

校が社会に導入される段階である。これま

での研究は学校が社会に普及し、イリッチ

が言うように社会が学校化されている、な

いしは学校が社会の不平等を再生産してい

ることへの危惧である。学校が無かった伝

統的な社会に近代的教育システムとしての

学校が導入される際の葛藤や軋轢などに関

しては教育社会学の分野では知見が見当た

らない。 
 こうした学校が普及する以前の社会にお

ける教育の研究は人類学の分野で行われて

きた。例えば飯島茂（1962）はタイ国のカ

レン族の生活圏と初等教育、特にタイ語習

得の関係を考察している。原忠彦(1979)は
バングラディッシュと北ナイジェリアを例

に取って伝統的なイスラム社会における教

育の事例を述べている。最近のものとして

は、ナイロビ大学アフリカ研究所のＩ・ニ

ャモンゴ Nyamongo(2001)によるケニア

北部マルサビット県のボラナ族の女性の中

途退学と結婚の関係の報告がある。 
 
１ー４、開発における文化的多様性 
 国際協力や国際開発の領域では、文化的

多様性、すなわち、それぞれの民族が持っ

ている固有の文化への配慮が重視されるよ

うになったのはここ 10 年のことであろう。 
 どうして固有の文化の重要性や文化的多

様性が課題になってきたのであろうか。一

つは、戦後の言語学や人類学等の影響があ

る。1960 年代に流行した構造主義は、１つ

の文化や言語はそれぞれ固有の構造を持っ

ていると考えられ、それゆえにどの言語に

も優劣はない。また、それぞれが文化的に

優劣がないばかりでなく、それぞれの文化

というものがそれぞれの価値を持っている

と主張した。個々の文化が固有の価値ない

しは文化的多様性の尊重する傾向は、70 年

代から非常に大きくなってきた（田中克彦

1989）。 
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 現在の開発の文脈では、それが前提にな

っているというのか、こうした流れを否定

することはほとんどなく、文化的な多様性

を尊重することは当たり前のこととして進

められている。援助機関が支援する途上国

の教育改革支援プログラムには教授言語の

問題が含まれる場合が多い。つまり学校の

授業は公用語よりも、子どもがはじめに覚

え、家庭で使っている母語よって行うこと

の重要性が指摘されている。（教育改革や多

言語教育の現状については内海成治（ 2000
ｂ）、松林京子（2000）を参照） 
 開発学におけるこうした変化を菅原鈴香

（2000）は、チェンバースやセンの視点を

紹介しながら貧困概念の単純化、普遍化さ

れたものからもっとダイナミックなもの、

文化的問題も視野に入れたものとへ変化し

てきたと指摘している。人々の生活を経済

的な側面、すなわち所得という側面から切

ってしまうことはできない。 
 ところがこうした指摘や実施上の変化に

も関わらず、開発における調査研究はその

変化に対応したものになっていない。松園

万亀夫（1999）は「援助国側の関係者たち

は住民たちの祖父母がどんな生活を送って

いたかについてもっと想像力を働かせてほ

しい」と指摘しているが、祖父母どころが、

現在の人々の生活についてすら知ろうする

努力が不足しているのである。 
 
２、2000 年のケニア調査の概要 
 
 2000 年 7 月および 9 月にケニア南西部

のナロック県の２つの小学校の調査を行っ

た。調査の目的はケニアにおける近代的教

育システムが地域社会のなかにどのように

組込まれているか、また逆に導入された学

校教育システムが地域社会にどのような影

響を与えているかを明らかにすることであ

る。 

 ナロック県はマサイランドの中心の一つ

であり、調査した小学校の生徒はほとんど

がマサイある。こうしたマサイ社会におい

て近代的学校教育システムがどのように受

入れられ、また地域社会にどのような影響

を与えているのか、その中で子どもがどの

ように生活しているのであろうか。 
 ある社会はそれが社会である限り教育シ

ステムを内包している。そこに近代教育シ

ステムが導入されると、それは伝統的教育

システムと併存し、重層的構造を取ること

になる。近代的教育システムの導入は地域

社会と伝統的教育システムに大きな影響を

与えるが、逆に近代的教育システムとして

の学校もその理念型とは大きく異なったも

のとなる。例えば、同一年齢の子どもがひ

とつの学年を構成すること、男女の数がほ

ぼ同数であることなどは、ナロックの小学

校にはあてはまらない。また、近代的教育

システムもひとつの文化であるから、それ

が伝統的な社会に与える影響も文化的な諸

相に及んでいるはずである。学校の存在自

体とそこが与える知識は人々の世界観や人

生、時間や空間の構造に大きな影響を与え

ている。 
 近代的教育システムは、全ての子どもが

識字や計算の基礎を学習し、市民としての

態度を育成し、社会に参加する基礎を形成

することを目指している。しかしそのあり

かたは理念とは遠くはずれ、就学率は不十

分で、特に女子の就学率が低く、中途退学

者が多い、教育の質が低く、最終学年にお

いても読み書きの出来ない子どもがいるな

ど、様々な問題が指摘されている。近代教

育システムの歪みはそれがその土壌と異な

った地域に導入されることによって引き起

こされる構造的なものである。それゆえに

本調査は伝統的社会のなかに導入された近

代的教育システムの構造的変化を解明しよ

うとする試みと言うことが出来よう。 
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 開発途上国の教育の状況がどうであろう

と、その地域の子どもは家庭、近代的教育

システム、伝統的教育システムの３つの相

を通して学び、成長しているのである。そ

のなかで育つ子どもの姿を明確にし、子ど

もの生活を、成長を豊かなものにすること

が、国際協力の原点であり、国際教育協力

の目指すところである。それゆえに子ども

を中心としてある社会における教育システ

ムの構造的解明は不可欠な要請である。 
 これまで、こうした地域社会の教育と近

代的教育システムの構造的解明を目的とし

た教育学的調査研究は少なくともアフリカ

では行われていない。それゆえにわれわれ

はその調査手法の開発を行い、その実践に

よって子どもの成長に焦点をあてた教育シ

ステムの構造的解明の糸口を掴むことを試

みた。 
 西洋近代社会が公教育を基本とした近代

教育システムとしての学校制度を生みだし、

一方で伝統的社会には伝統的教育システム

を内包している。例えばマサイ等の東アフ

リカの牧畜民は割礼による年齢組が教育シ

ステムとして機能している（ Sankan1971）。 
こうした伝統的社会に導入された近代教育

システムはその社会やその教育システムの

影響を受けて歪み、同時に近代的教育シス

テムの影響を受けて、伝統的社会や教育シ

ステムが変形する。例えば割礼が学校の休

みの時に行われるようになってきている。 
そのなかで子どもは家庭とふたつの教育シ

ステムの３つの頂点の３角形のなかで活動

する。子どもは「ユニフォームの世界」（学

校）と「ビーズの世界」（伝統的教育システ

ム）を往復しているのである。 
 ここでは近代的教育システムとして小学

校を、地域社会としてマサイのコミュニテ

ィーを取り上げる。近代的教育システムは

就学前教育、小学校、中等学校（高等学校）、

高等教育までを含んでいるが、今回の調査

ではナーサリーを含む小学校を対象とした。 
 
２ー１、調査の背景 

 今回の調査に先立って、筆者の一人内海

は 1998 年 7 月から 8 月にかけて、ナイロ

ビ、キシイ、マクエニ、カジヤドの４つの

県で初等学校と中等学校の調査を行った。

その際の目的は、教師行動の分析、特にコ

ミュニケーション分析によって授業の特徴

を明らかにすることであった。そのため、

授業のビデオ集録と校長の半構造的インタ

ビュー、教師アンケートを行った。その結

果明らかになったことは、教師の意図とし

ては生徒の活動を中心とした授業展開を目

指しているにもかかわらず、実際の授業は

教師中心であり、生徒の活動は断片的であ

った。授業内容はプログラム学習的に細か

く段階化され、教師の質問はナローで、質

問に対して生徒が集団的に応答する場合が

多い。それゆえ授業は一見すると教師と生

徒が活発にコミュニケーションしているよ

うに見えるが、実は教師の強いコントロー

ルのもとに生徒が動かされているのである。

この原因には、教師教育と試験制度が大き

な影響を及ぼしている（内海成治 1999）。 
 カジヤドではこうした調査の他に村の小

学校の生徒のアンケートを行った。カジヤ

ド県はナロック県と同様にケニアのマサイ

ランドの中心であり、生徒のほとんどはマ

サイである。カジヤドの視学官は小学校の

課題として、女子の就学率が低いこと、特

に中途退学が多いことを指摘し、その原因

としてマサイの生活習慣、例えば女性の早

婚にあると指摘した。 
カジヤド県の南部の国境の町ナマンガの

近くの小学校で５年生の生徒アンケートを

行った。このアンケートの中で、将来どの

学校まで進学したいかの項目に、予想に反

して男女差がほとんどなかった。５年生に

進学するまでに、教育要求水準の低い家庭
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の女子は退学しているのではないかと予想

された。 
 また５年生の女子生徒が非常に少なかっ

た。その原因として、教師のアンケートや

インタビューからは、視学官の指摘と同様

に早婚や貧困などが指摘された。しかし、

中途退学の状況や、それぞれの生徒につい

ての特定の原因を調べることは出来なかっ

た。そのために、ある学年のある時点での

調査ではなく、全学年の調査が必要なこと、

一人一人の生徒を継続してトレースするこ

との必要性を強く感じたのである。なぜな

らば、生活習慣や貧困によって就学しない

ことや中途退学する場合もあるであろうが、

しかし、それは親や子どもが人生の在り方

の選択として行われているのであり、その

人生の時間がどのように構造化されている

かにかかっているからである。つまり、近

代的教育システムとしての学校が、人々の

意識の中でどのように考えられているのか、

また、地域社会のなかにどう位置付けられ

ているかを明らかにすることが必要なので

ある。つまり近代的教育システムが人々と

コミュニティーのなかにどのように構造化

されいるのか明らかにする必要がある。そ

のことを今回の調査においては明確に意識

して行った。 
 
２ー２、調査手法 
 今回の小学校調査に当たっては４つの手

法を採用した。すなわち個人ファイルの作

成、授業記録、教室の環境記録、校長イン

タビューと教師アンケート。またマサイの

教育を知るためにライフヒストリー法を採

用した。 
 
（１）個人ファイルの作成ーＩＳＴ法 
①選択した小学校の全生徒のファイルを作

成し、そのファイルは学校に保管し、コピ

ーを入手し、分析する。 

②ファイルの内容は、個人情報シート、身

体シート、写真シート、経済状態チェック

シートの４枚である。このうち経済状態チ

ェックシートは調査者の主観が強く入るた

め日本語として、われわれのみが保管する。 
③身体シートは身長、体重を継続して記入

できるシートとした。 
④写真は３枚プリントし、生徒にも配付す

る。 
 ファイルに記入するに当たっては、担任

教師または調査補助員と用紙記入者の２名、

身体測定にも測定者と記入者２名で担当し、

誤記入のないように配慮した。調査当日欠

席している生徒は、写真配付日に測定を行

い、出来るかぎり、多くの生徒を調査でき

るようにした。しかし、登録していても、

まったく出てこない子どもとたまたま調査

日に欠席しているこどもの区別は充分につ

かなかった。間隔をあけた２日間の訪問日

の両方に欠席している子どもは長期欠席と

して中途退学として扱っている。今回の調

査は今後の中途退学者をフォローしていく

いための基礎資料であるが、現時点での中

途退学者については諦めざるを得なかった。 
 こうした写真を含めたシートを表紙をつ

けたファイルとして作成し、生徒の履歴を

フォローして行く調査方法を、取り敢えず

ＩＳＴ法と呼ぶことにしたい。Individual 
Students Traicing Method の頭文字を取

ったものである。この方法の特徴は、いく

つかのファイルを重ねたもので、データな

いしはアンケートだけではないこと。次の

年の調査の際にファイルを増やして行くこ

とができること。写真があるために、個々

の生徒の表情が掴めること。身長体重など

の身体に関するデータも含めること等であ

る。その意味は個々の生徒を全人的にとら

えることを形に表すことである。また、写

真をとるためにカメラを通して調査者と全

ての生徒が物理的に向い合うこと、身長体
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重の測定を通して調査者が実際に一人一人

の生徒と触合うことが出来る点にある。「向

い合う」ことや「触合う」ことは一見小さ

いことの様であるが、異文化と「向い合い」

そして「触合い」うことは相互の理解の第

１歩と捕らえることができる。 
 さらに在籍している全生徒のファイルを

作成することで、その後の変化を学校全体

として（マクロ）も生徒一人一人の追跡（ミ

クロ）にも使用することができる。 
 それぞれの学校には一人一人のレポート

ブックとそのもとになる記録がある。それ

は個人の学期末、学年末の県の試験の結果

（素点と序列）を記入してものである。将

来的にはその記録もファイルの一部とする

べきであるが、今回はあえて突き合せるこ

とはしなかった。その理由は、これまでの

生徒と教師の関係が試験の成績を中心とし

たものであることから、生徒の身体的、表

情的な成長に視点をおくことにこのファイ

ルの意味があると考えたからである。将来

的には成績や家庭訪問の記録も合せた生徒

を多面的に見守ることの出来るファイルに

なることを目指すべきであろう。 
（２）授業記録 
 98 年調査同様に授業をビデオで録画し

た。今回は全記録ではなく、インストラク

ションの部分のみを記録した。これは前回

の分析で授業は前半のインストラクション

と後半のドリルないしはエクササイズには

っきり 2 分されている事が分った。そして

エクササイズでは教師は机間巡視によって、

個々の生徒の答え合わせを行うために、授

業としてのコミュニケーション分析が出来

ないからである。しかし、今回の記録でも

インストラクションとして分析可能な授業

は少なかった。しかし、前回の授業分析と

合せてフランダース法による分析を行う予

定である。 
（３）教室の環境記録 

 それぞれの教室の、机の配置、４つの壁

面の様子等を記録した。建物の材質が一様

でないために教材を貼れる場合とそうでな

い場合がある。しかし、同じ材質でも教師

よってまったく状況が異っていた。今回の

学校では複式授業は行っていないため、そ

れぞれの教師の考えが教室環境を規定して

いると考えてよいであろう。 
 机の配置は授業中は各教室で大きな変化

はないが、自習時にはそれぞれの生徒が思

い思いに机を動かして学習しているが、今

回の記録には現れていない。 
（４）校長インタビューと教師アンケート 
 ２人校長とビデオ撮影を行った教師には

アンケートを行った。校長のインタビュー

はファイルデータの解明に不可欠であり、

データの解釈を行う上で適宜インタビュー

を行った。教師アンケートは教師の資格や

授業に対する態度を明らかにするために行

った。これは基本的には 98 年調査時と同

じものを使用した。 
（５）ライフヒストリー法 
 今回の調査においては校長や教師にイン

タビューするだけではなく、マサイを中心

とするインフォーマントから教育に関する

ライフヒストリーを聞くことにした。ナー

サリー、小学校、高等学校の３つの段階を

中心に、自分の教育ヒストリーを語っても

らった。方法としては今回筆者らの調査の

ベースとした日本学術振興会ナイロビ研究

連絡センターにはマサイの人は働いていな

いため、マサイの知人を紹介してもらい、

第１号のインフォーマントに次々と友人を

紹介してもらうことで調査を行った。質問

項目については、ＫＪ法によって作成した

が、インフォーマントの経歴によって適宜

変更して質問した。ライフヒストリー法と

反構造的インタビューの中間的な手法とい

えよう。 
 ライフヒストリー法とは人類学の世界で
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は確立したひとつの手法である。これは北

米のインディアン部族を対象としてアメリ

カの人類学者によって多くの蓄積がなされ

ている。ライフヒストリー法の学問的価値

を高めるために具体的な視点を提示したの

はクルックホーン Kluckhorn であり、次の

７つの要件である（堀内 1984 による）。 
①従来の民族誌的事実を補正する。 
②文化の「内側」からの見方を明らかにす

る。 
③直接的な質問ではわからないインフォー

マントの文化内での地位と役割を明らかに

する。 
④複数の自伝を用いて、共同体の内部の相

互行為のパターンを抽出する。 
⑤文化習得の過程を解明する。 
⑥文化変化の多様な側面を例証する。 
⑦パーソナリティの形成過程を解明する。 
 こうした要件に当てはめると、今回の方

法は②と⑥に近いと言える。学校の内側の

状況を語ってもらうことを主として、その

状況の解釈は従とした。解釈を聞くとライ

フヒストリー法にともなう種々の困難が現

れるからである。すなわち自己の立場に即

して都合の良い解釈がなされてしまうから

である。 
 今回はナイロビを中心にこの調査を行っ

たため、ナイロビから距離的に近いカジヤ

ド県のゴングのマサイが中心であった。今

後はナロックでインフォーマントを得る必

要がある。それは今後の生徒の家庭訪問と

並行して行うことが考えられる。 
 
２ー３、調査地域ーナロック県 
 今回の調査地域はケニアの南部、タンザ

ニアと国境を接しているナロック県

Narok District である。ナロック県と隣の

カジヤド県がいわゆるマサイランドといわ

れるマサイの居住地域である。マサイはケ

ニアとタンザニアにまたがる草原サバンナ

地域にすむ牧畜民である。99 年の部族構

成データでは人口は約 60 万人でケニア全

体（28.7 百万人、99 年国家統計速報値）

の 2.1％を占めている。マサイの生活して

る地域をマサイランドと呼ぶが、ケニアで

はカジヤド県とナロック県がそれに当たる。

長身の美しい姿と赤い衣裳、ビーズによる

飾りの美しさ、槍によってライオンに立ち

向かう勇気、独特の踊りなどによって広く

知られている民族である。ケニアでアンボ

セリやマサイマラ国立公園にサファリに行

く途中、そして公園のなかでも牛やヤギの

群れの世話をしているマサイを良く見かけ

ことから、観光客にも親しい存在である（マ

サイ族の概要は佐藤俊（1987）と岡崎彰

（1987)の二つの事典に要領よくまとめら

れている）。 
 ナロック県は６つの地区から構成されて

いるが、そのなかの２つの地区、すなわち

セントラル地区 Central Division とマオ地

区 Mau Division からそれぞれ１校を選ん

だ。学校選定にあたっては、県教育局と相

談し、条件の異なる学校であること、アク

セスが比較的容易であることを条件とした。

本稿ではその内の一つの学校について報告

する。 
 ナロック県は面積 1 万 7128 平方キロ、

人口は89年のセンサスでは26 万2066人、

人口増加率は 6.25％でケニアで最も人口

が増えている県である。その理由としては、

ナイロビに隣接している地域での人口の流

入とマサイの出生率が高いことが指摘され

ている。人口のプロジェクションでは、99
年に約 49 万人、2001 年には約 56 万人と

見込まれている（ナロック県開発計画

1997-2001 による）。 
 ナロック県教育部で2000年の統計では、

小学校の数は 213 校、生徒数 5 万 6205 人

（男子 3 万 1459 人、女子 2 万 4746 人）、

教師は 1829 人（男性 1204 人、女性 625
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人）である。学年毎の生徒数、学級数は表１-1 の通りである。

 
 

表１ー１ ナロック県の生徒数、教室数（2 0 0 0 年） 

 
  学年   生徒数（人）   男子（人）   女子（人）    教室数 
 
  Ｓ１      10,502        5,886       4,616       330 
  Ｓ２     9,450        5,381       4,069       312 
  Ｓ３     8,380        4,684       3,696       298 
  Ｓ４     7,697        4,126       3,571       286 
  Ｓ５     6,406        3,562       2,844       255 
  Ｓ６     5,305        2,971       2,334       235 
  Ｓ７     5,019        2,776       2,243       222 
  Ｓ８     3,446        2,073       1,373       192 
  合計     56,205        31,459       24,746     2,130 
 
 出所：ナロック県教育部資料 
 
 これによると生徒数、教室数ともに学年

が上昇するにしたがって減少していること、 
女子が男子より少ないことが分る。この表

から近似的に残留率を計算すると全体で

32.8％、男子 35.2％、女子 29.7％である。

30％程度しか8年生に進学していないこと

になる. 
次学年への進学率を計算したものが表１ー

２である。進学率が悪いのは７年から８年

に進学するとき全体で 68.7％であり、女子

が 61.3％と非常に悪い。つまり７年生で落

第ないし中退する生徒が多いのである。６

年から７年への進学率が非常に良い数字に

なっていることは、７年で落第、留年する

生徒が多いことを表している。そのことは

３－４年、４－５年にも言える。そのため

４年への進学率がよくでているのである。 
 
 
 
 

   表１ー２ ナロックの近似的進級率  

 
   学年     全体    男子    女子 
 
   1-2       90.8      91.4     88.0 
   2-3      87.8      87.0     90.0 
   3-4       91.8      88.1     96.6 
   4-5       83.6      86.3     79.6 
   5-6        82.8      83.4     82.1 
   6-7       94.6      93.4     96.1 
   7-8       68.7      74.7     61.3 
  
 
 ナロック県全体の進級率はおよそ y＝
-10x の直線、つまり毎年 10 ポイントの生

徒が中途退学ないしは落第をしていること

を表す直線で表すことができよう。そこに

高学年（５学年）への進学時と８年への進

学時にひとつの壁があるためにこの直線か

ら上下にはずれるのである。実際に８年生

の生徒数は１年生の 30％であるから毎年
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10％の生徒が中途退学していると理解さ

れるが、各進学時に 10％の生徒が脱落して

いるのではなく、５年と８年の進学におけ

る落第が中途退学に大きな影響を与えてい

ることが考えられる。そのため４年生と７

年生は生徒数が増加するために高原上にな

るのである。 
 男女比は全体では 56:44、１年生では

56:44。８年生では 60:40 である。いくぶ

ん女子の中途退学率が多くて８年生の男女

比率は４ポイント悪くなっている。 
 213 校の小学校のうち 209 校が通学制で、

そのうち公立学校は 207 校、私立 2 校、全

寮制小学校が 4 校ある（公立か私立か不明）。

高等学校は 13、就学前学校（ナーサリー）

は 365 校である。高等教育機関としては教

員養成校１校、農業訓練センター Farmers 
Training Center １校がある。 
 
２ー３、調査小学校 
 今回調査した小学校のうちのひとつＫ小

学校の概要は以下の通りである。 
 Ｋ小学校はセントラル地区のンコベン

Nkoben にあり、県事務所のあるナロック

市からマサイマラ方面に 10 キロ、そこか

ら北にラフロードを 5 キロの地点にある。 
ラフロードでは、トムソンガゼルや野性の

ロバも見られる。すぐ近くに小さな飛行場

がある。あたりは乾燥したサバンナである

が、トウモロコシ畑も見ることが出来る。

学校の運動場の中央に幹の直径１メートル

程の切り株が倒れている。99 年 12 月に象

がきて倒したとのことである。 
 学校の創立は 1987 年。生徒数はナーサ

リーから８年生まで合せて 148 人、各学年

1 教室、教師は 9 人、うち一人はナーサリ

ーで学校が独自に採用している。教師の民

族はメルーが 3 人、キクユが 2 人、マサイ

が 4 人である。 

 教室は２棟に別れており、その他にナー

サリーの教室、トイレがある。校長室は６

年生の部屋を区切って作ってあるが、職員

室はなく、教員は校舎の前の古い井戸の周

りで休んでいる。また校内には校長の家１

棟、教師の家が１棟（３家族）がある。教

師の家としては、別に鉄製の簡易住宅１棟

がある。 
 セントラル地区には９つの小学校あるが、

卒業試験の成績は最も悪い学校で、1999
年に校長が変った。（政府文書ではセントラ

ルには 28 の小学校があるが、これはナロ

ックタウンの町の学校も入れているためと

思われる）。校長は 28 才のマサイである。 
 
３、調査結果とその考察 
 
３ー１ 調査結果 
 Ｋ小学校の生徒のファイルのまとめ、校

長や教師のインタビュー等から読み取れる

結果をとりまとめた。Ｋ小学校のキャッチ

メントエリアはナロックの他の地区と較べ

て住民の 90％以上が牧畜を主体にしてお

り、2000 年の旱魃によって、水不足が深刻

であった。学校からの要望の第１は水をた

めるタンクや雨水用タンクであった。 
（１）生徒数 
 Ｋ小学校での調査生徒数は141人である。

ナーサリーを除いた小学校の生徒は108人

であった（表３ー１）。この人数は調査当日

とフォローアップ調査の 2 日間に休んでい

た生徒は入っていない。小学校においては

スポーツデイやフェスティバルで遠出した

翌日は休む生徒が激増する。しかし、今回

の調査前日はそのようなイベントはなく、

また予めわれわれの調査日は学校側に伝え

てあり、欠席のないように依頼していた。

それゆえ、この数はかなり正確な在籍者で

あると思われる。 
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表３ー１ Ｋ小学校の登録者数と調査生徒数  

 
 登録者（２０００年１月）      調査生徒数（２０００年７月） 
 
学年  男子  女子    合計     男子（％）＊ 女子（％）＊ 計（％）＊ 
 
ナーサリー １２  １２  ２４    １８(150)  １５(125)  ３３(137､5) 
Ｓ１   １９  １０  ２９     １４(73､7)   ７(70､0)  ２１(72､4) 
Ｓ２   １０   ８  １８      ８(80)      ７(87､5)  １５(83､3) 
Ｓ３    ８   ５  １３      ４(50)    ４(80)    ８(61､5) 
Ｓ４   １１   ５  １６      ９(81､8)   ３(60)    １２(75) 
Ｓ５    ７   ９  １６      ７(100)   ９(100)  １６(100) 
Ｓ６    ７   ３   １０      ７(100)   ４(133)  １１(110) 
Ｓ７    ９   ３  １２     １０(111､1)  ２(66､7)  １２(100) 
Ｓ８   １１   ２  １３     １１(100)   ２(100)  １３(100) 
 
 計   ９４  ５７  １５１     ８８(93.6)   ５３(93.0) １４１(93.4) 
 計＊＊ ８２  ４５  １２７     ７０(85.4)   ３８(84.4) １０８(85.0) 
（ナーサリーを除く） 
＊調査数における％は登録者に対する割合である。 
＊ ＊（ナーサリーを除く） 
 
（２）残留率ないしは中退率 
 ナーサリーも含めた学校全体の残留率は

93.4％、中途退学率は 6.6％である。ナー

サリーを除くと、残留率 85％、中途退学率

15％である。全体とみると男女の中退率に

差はない。男女比率は登録者では 65：35、
調査時点では 65：35 である。 
 ナーサリーでは登録者数より調査時点で

の生徒数が増加している。これは、学校が

始まってからでも親が子どもを入学させた

いと思えば、いつでも入学させるからであ

る。Ｋ小学校では入学試験やインタビュー

がなく、またユニホームもない、必要な経

費は教師の給与として生徒一人年間300シ

リング（約 450 円）である。 
 Ｓ１への入学にはインタビューと成長を

チェックするために手で反対側の耳を触ら

せているとのこと。またユニフォームに約

500 シリング、学校経費として約 700 シリ

ング必要である。校長の話ではこの時点で

来れない子どもが多いと言う。確かにＳ１

の登録者は 29 人から 21 人、72.4％に減少

している。これは登録だけして実際には登

校してこない生徒である。１年生の減少は

今回調査したもうひとつの学校でも

77.5％であるから、ここだけの現象ではな

い。県の教育部への報告は登録者数で行わ

れるため、この地区の就学率の実態は 20％
以上下回っていることになる。 
 生徒数の減少は１年生だけではなく低学

年（Ｓ１からＳ４まで）に多い。低学年全

体で 73.7％である。特に女子が減ったわけ

ではなく男女同じ様に減少している。それ

に較べて、高学年（Ｓ５からＳ８）では登

録者と調査生徒数に大きな差はない。これ

はＳ５まで進級した生徒は中途退学するこ
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とが少ないことを意味している。 
 Ｋ小学校のデータには県全体の中退率に

見られる４ー５および５ー６年に見られる

落込みはない。また、８年進級への落込み

も無い。このことは何を意味しているので

あろうか。ひとつは中学年における落第が

相殺されて見掛け上、中退がでていないこ

とが考えられる。特に調査生徒数における

５年生の男女の逆転は珍しい現象である。

６年生以上の女子が少ないのに５年生の女

子が多いということは女子の落第が多いこ

とを意味しているのではないか。この点を

校長に確認すると、５年生 16 人のうちリ

ピーターは６人、女子４人、男子２人であ

る。この学年にリピーターが多い理由とし

て、Ｋでは６年から卒業試験の準備を行う

ため、６年進級を厳しくしているとのこと

であった。 
（３）男女比率 
 学年別の男女比率は表３ー２の通りであ

る。５年生の逆転を除くと低学年は大きな

差が無く、高学年に行くにしたがって男女

差が拡大する傾向がうかがえる。これを低

学年と高学年とに分けて比較すると、その

傾向が目立たずに、大きな変化が無いと言

うことになる。（表３ー３）こうした生徒数

は様々な要因と統計的な浮動を含んでいる

からであろう。 
 
表３ー２、Ｋ小学校の学年別男女比率（％）  

 
        登録者          調査生徒数 

学年   男子    女子      男子   女子 

ﾅｰｻﾘｰ   50.0    50.0    54.5    45.5 
Ｓ１   65.5      34.5    66.7    33.3 
Ｓ２   55.6      44.4    53.3      46.7 
Ｓ３   61.5      38.5        50.0      50.0 
Ｓ４   68.8      31.3    75.0      25.0 
Ｓ５    43.8      56.3        43.8      56.3 
Ｓ６   70.0      30.0    63.6      36.4 
Ｓ７   75.0      25.0        83.3      16.7 
Ｓ８   84.6      15.4        84.6      15.4 

 計   62.3      37.8        62.4      37.6 
 計   64.6      35.4        64.8      35.2 

（ナーサリーを除く） 
注：４捨５入のため合計で１００にならない場合がある 
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     表３ー３ 低学年と高学年との男女比率の比較  

          登録者         調査生徒数 

  学 年   男子  女子  合計   男子  女子  合計 
 
Ｓ１ーＳ４  ４８  ２８  ７６   ３５  ２１  ５６ 
（％）       (63.2)  (36.8) (100)   (62.5)  (37.5)  (100) 
Ｓ５ーＳ８  ３４  １７  ５１   ３５  １７  ５２ 
（％）       (66.7)  (33.3)  (100)     (67.3)  (32.7)  (100) 

合計     ８２  ４５ １２７   ７０  ３８ １０８ 
             (64.6) (35.4)  (100)   (64.8) (35.2)   (100) 

 
 
（４）年齢 
 各学年の平均年齢は表３ー４の通りであ

る。実際の年齢を定めるのは困難である。

ファイル作成時に誕生日を記入できたのは、

教師の子どもだけである。高学年になって

も自分の誕生日を知らない生徒は多い。そ

れゆえ年だけ記入したが、その信頼性は疑

問である。しかし、それだ現在のよりどこ

ろであるから、これに基づいて計算した。 
ナーサリーは３才から８才までの生徒がい

るが、最大値は５才である。ここにはベビ

ーナーサリーとナーサリーの２年の生徒が

在籍していると考えられる。 
 Ｓ１は 7.5 才であり、その後Ｓ２、Ｓ３

は 10 才台と変則的である。しかしＳ４か

らは平均的に加齢している。Ｓ１への入学

を年齢ではなく身体の成長を規準として許

可しているために、年齢のばらつきは当然

と思われる。 
 各学年ともに生徒の年齢に大きなばらつ

きがある。これは入学年齢の違いと落第に

よるものである。 
 マサイの男性は同じ時に割礼を受けたも

のがひとつの年齢組みとして生涯に渡って

大きな影響をうけるが、年齢組は 14 年か

ら 16 年ごとに各地域毎に行われるために、

こうした学年における年齢の違いは意識の

上では大きな問題にならないのかもしれな

い。インフォーマントの調査でも落第を恥

ずかしがる傾向はうかがわれない。

 
 
                     表３ー４ 各学年の平均年齢  

 
学年    ﾅｰｻﾘｰ Ｓ１ Ｓ２ Ｓ３ Ｓ４ Ｓ５ Ｓ６ Ｓ７ Ｓ８ 
平均年齢   5.1   7.5   10.0  10.1  12.3  13.8  14.4  15.5  16.2 
  
注：2000 年の誕生日が来ているとの想定で年齢を計算した。例えば 1980 年生まれは 10
才である。 
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（５）村落と住所 
 Ｋ小学校のキャッチメントエリアにある

村落は２つである。Ｋ村とＲ村である。Ｋ

村８５人（ 60.3％）、Ｒ村５３人（ 37.6％）、

学校内に居住している教師の子弟が２名、

不明１名である。かってＫ小学校の学区は

すべてＫ村であったが、Ｒ村がＫ村から別

れてひとつの村落単位になったということ

である。つまり、大きくＫと呼んでいた村

の一部がＲ村となったのである。 
 住所は全ての生徒が学校の住所である

P.O.BOX 67 である。郵便配達制度のない

ケニアでは私書箱を利用する必要があるが、

郵便局の私書箱の利用料はは年間 3000 シ

リングと高価であることと、村の人々は手

紙を書いたり受け取ったりすることがほと

んどないからである。これは習慣と識字率

の低さを物語っていよう。 
 
（６）通学時間 
 141 人のうち学校から通学している教師

の子弟２名と不明１名を除いての通学時間

の平均は 34.3 分である。村落別ではＫ村が

28.4 分、Ｒ村が 43.8 分である。最も遠方

からの通学は 90 分で５名いる。 
 
（７）親の職業 
 父親の職業は牧畜業が118人で83.4％を

占めている。次に農業が８名で 5.7％であ

る。この二つの伝統的な生業以外の給与に

よって生活するものは、警察官６名、ガー

ドマン／ウオッチマン３名、運転手１名、

教師１名である。 
 母親の職業は主婦が130名で92.2％を占

めている。その他スモールビジネス／ビジ

ネス／ハウスヘルプとして４名いるが、こ

れは農産物を小売りしていると思われる。

また教師が４名いる。 
 Ｋ小学校の生徒は父親が牧畜で母親が主

婦と言う、典型的なマサイの家庭から通学

している生徒が大部分である。 
 
（８）家庭での言語 
スワヒリ語９名、不明２名以外はすべてマ

サイ語である。スワヒリ語を家庭で話して

いるのは教師やドライバーなど父親が教育

を受けた家庭である。逆にこの地区ではス

ワヒリ語は学習する言語であり、教育がな

いと話すことができないのだと思われる。 
 
（９）重婚 
 兄弟姉妹が通っている家庭が 22 家族あ

った。そのうち母親の名前が異なっている

ケースが 16 家族である。母親は２人ない

し３人である。ケニアでは法的には重婚は

禁止であるが、慣習として広く行われてい

ることが分かる。 
 そのうち家庭でスワヒリ語を話している

ケースが２つあった。それも全ての夫人の

家でスワヒリ語を話しているのではなく、

ある夫人の場合に話している。これは母親

の教育水準によって言葉を変えているため

であろう。 
 
３ー２、考察と今後の課題 
 
（１）ＩＳＴ法は有効か 
 今回の調査は今後のトレースの基礎であ

り、その有効性は今後の課題であり、現時

点で云々することはできない。長期にわた

る調査を前提にしつつもそれぞれの時点で

それなりの結果が取れることは、上記の調

査結果に見るとおりである。中途退学する

率は非常に高いが、その原因は非常に多岐

に渡っていることが予想される。それは一

つ一つ実証的に検討する基礎として充分で

ないとしても必要な資料はこの方法で集め

られると思われる。学校、調査者そして生

徒それぞれに役に立つという調査前の試み

はある程度達成されたと考えられる。 
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 これと同時に、ファイルを見ながらのデ

ータの収集することは、これまでの調査と

は異なる感触を得られている。一つは写真

が添付されていることにより、一人一人の

生徒と対話しているかの様な感じが持てる。

これはこれまでの調査のデータ分析ではな

かったことである。これは単なる調査者の

感傷ではなく、一人一人の生活に迫ること

を促すものである。また将来的にはこうし

た写真の表情の分析（例えばはにかんでい

るとか強い意志を感じる等）も重要である

と思われる。 
 またＩＳＴ法による資料をもとに、校長、

教師のインタビューやアンケートと組合わ

せることにより、より深い解釈が可能とな

る。インフォーマントによる教育履歴の調

査は、それ自体としてはインタビュー法と

変りないが、ＩＳＴ法と組合わせることに

より、横断的なデータを縦断的なデータの

部分として見る事が可能となる。 
 
（２）教育開発研究にとってのフィールドワーク

とはなにか 
 松園（1999）はＯＤＡ関係者の調査おけ

るフィールドワークは「普通の人類学者」

フィールドワークとは似て非なるものだ批

判している。それは「普通の人類学者」は

「単にフィールドワークの期間が長いとい

うだけでなく、歴史文書などの文献調査を

充分に行っているし、現地社会を理解し他

の社会と比較するために必要な理論や概念

を身につけている。また世界各地での過去

の調査体験から地元住民との付き合い仕方

にも知恵を働かすことができるし、現地の

言葉を使うことが絶対に必要だと考えてい

る」からである。まことにそのとおりであ

る。「普通の人類学者」とはどのレベルの人

であるかは人類学者でないものには定かで

はないが、開発の関係者であっても「普通

の開発学の研究者」が現地語はともかくも

その前段に関しては当てはまるのではない

かと思う。しかし、開発学の分野で「普通

の研究者」を養成するためのミニマムスタ

ンダードを他の分野に明確に分るように確

立することは急務であろう。その意味で教

育開発学、教育協力学における研究者には

その養成においてＩＳＴ法等による長期に

わたるフィールドワークが必要であること

は、言をまたない。逆に青年海外協力隊や

プロジェクト方式技術協力の一部にこうし

た息の長い調査を導入することはプロジェ

クトの目標にとっても人材育成にとっても

有効である。 
 
付記 
本研究の大部分は日本学術振興会によるナ

イロビ研究連絡センターへの研究者派遣事

業ならびに同調査研究費によっている。ま

た文部省在学研究員派遣制度を利用した。 
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     The purpose of this paper is to consider one of the ways that may be applied to 
educational research in developing countries in order to take account of cultural 
aspects which are generally mot given much attention. 
     Educational cooperation principally aims at assisting to construct modern 
schooling system. In recent years, such cooperation has focused on software aspects of 
education including institutional and capacity building. In this situation, it must be 
noted that focusing on local culture and respecting cultural diversity are of prime 
importance. The paper therefore attempts to illuminate some of the solutions about 
how the modern educational system can integrate traditional aspects of the society. In 
addition, by utilizing the findings of the field research in the Masai area of Kenya as an 
example, it tries to show how important viewpoints examined in the study could also 
be useful for international educational cooperation. 
     Chapter 1 surveys the local and school culture. Through rapid modernization and 
nation building, the modern education system set up in the traditional society seems to 
create tensions between the norms in the traditional society and the ideals in school 
education. The induction of such education system has given significant distortion 
between the societies and the schools. Development partners such as aid agencies are 
therefore supposed to take cultural diversity into full consideration in international 
cooperation in the field of education, especially in primary education. 
     Chapter 2 illustrates how the modern educational system is organized in the local 
society and how it is influenced in Kenya. Four methods are adopted: individual pupils’ 
filing system, class observation through videotaping, interviewing and questionnaires. 
The individual filing system is named IST method (Individual Students Tracing 
Method), consisting of individual information, physical data, pictures and economic 
check sheets. It can be easily organized by observing and recording the growth of each 
student regularly. At the same time, in order to understand the traditional education 
system of the Masai, it is useful to study each person’s educational record by applying 
the life history method . 
     Chapter 3 presents and assesses the basic school data collected from the field 
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survey, by analyzing the students’ numbers, the dropout rates, the ratios of boys and 
girls and their ages. It also explains the causes of their dropouts. Lastly it is shown 
why the IST method is useful and meaningful for research in educational development. 
 
 


